別紙１

安　定　所  名  簿

	名　　　称
	電話番号
	郵便番号
	所　在　地

	鳥取労働局職業安定課
	0857(29)1707
	680-8522
	鳥取市富安２丁目８９－９

	
	鳥取県商工労働部雇用人材総室
0857(26)7662
680-0011　鳥取市東町１丁目２２０鳥取県庁内

	鳥取公共職業安定所
	0857(23)2021
	680-0845
	鳥取市富安２丁目８９

	
	ヤングハローワークとっとり
0857(39)8986
680-0846　鳥取市扇町７鳥取フコク生命駅前ビル１Ｆ

	
	鳥取県ふるさとハローワーク八頭
0858(76)7076
680-0461　八頭郡八頭町郡家１００（八頭総合事務所別館）

	
	ポリテクセンター鳥取
0857(52)8781
689-1112　鳥取市若葉台南７丁目１－１１

	米子公共職業安定所
	0859(33)3911
	683-0043
	米子市末広町３１１

イオン米子駅前店４階

	
	ふるさとハローワーク境港
0859(44)1733
684-0033　境港市上道町３００（境港市役所庁舎別館）

	
	ポリテクセンター米子
0859(27)0111
683-3537　米子市古豊千５２０

	
	鳥取県立産業人材育成センター米子校
0859(24)0371
683-0851　米子市夜見町３００１－８

	倉吉公共職業安定所
	0858(23)8609
	682-0816
	倉吉市駄経寺町２丁目１５

	
	くらよし若者仕事ぷらざ
0858(47)4510
682-0023倉吉市山根５５７－１パープルタウン２Ｆ

	
	鳥取県立産業人材育成センター倉吉校
0858(26)2247
682-0018　倉吉市福庭２－１

	米子公共職業安定所
根雨出張所
	0859(72)0065
	689-4503
	日野郡日野町根雨３４９－１
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別 紙 ３
セミナー当日の質問事項と講師の受け答え（Ｑ＆Ａ）に関する報告

	セミナー開催日


	開　催　会　場
	担　当　講　師　名



	
	鳥取　　倉吉　　米子
	


	【Ｑ＆Ａ】（要約）　※受講生から質問が無かった場合は、「無し」とご記入ください。


	
	
	
	別 紙 ４

	就職支援セミナー実施報告書

	
	
	
	

	実施日
	平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	実施場所
	　

	実施コース
	　基　本　コ　ー　ス

	　　　講　師　名
	

	参加人数
	男
	女
	合　計

	
	　
	　
	　

	備考
	　

	
	
	
	

	上記のとおり実施したので報告します。
	
	

	
	
	
	

	平成　　　年　　　月　　　日
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	所在地
	
	

	
	事業所名
	
	

	
	代表者名
	
	㊞

	
	
	
	

	
	
	
	

	鳥取労働局検収欄
	
	
	

	
	
	
	

	検収年月日
	担当者氏名

	　
	㊞


別紙５-１
誓　　　　約　　　　書
民間委託による就職支援セミナーの一般競争入札に参加するに当たり、以下の事実に相違がないこと及び事実に相違があった場合は速やかに通知することを誓約します。
１　予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当しない者であること（未成年者、被保佐人又は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。）。
また、予決令第７１条に規定される次の各号のいずれかに該当し、かつその事実があった後２年を経過していない者でないこと（これを代理人、支配人その他の使用人として使用する者についてもまた同じ。）。
　イ　公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るために連合した者
　ロ　落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者
　ハ　監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者
　ニ　正当な理由がなくて契約を履行しなかった者
　ホ　前各号のいずれかに該当する事実があった後３年を経過しない者を、契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者
２　労働力需給調整に係る法令等の重大な違反がないこと（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）（以下「労働者派遣法」という。）第６条第１号及び第２号に該当しないこと。法人にあっては、以上のほか、その役員のうちに同条第１号及び第２号に該当する者がいないこと。）。
３　職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）若しくは労働者派遣法（第３章第４節の規定を除く。）の規定又はこれらの規定に基づく命令若しくは処分に違反した日から５年を経過しない者でないこと。（これらの規定に違反して是正指導をうけたもののうち、入札書提出までに是正を完了しているものを除く。）
４  労働保険・厚生年金保険・全国健康保険協会管掌健康保険又は船員保険の未適用及びこれらに係る保険料の未納があった場合に、その日から２年を経過しない者でないこと。
　支出負担行為担当官
　　　鳥取労働局総務部長　殿
　平成　　　年　　　月　　　日
                    　　    住所　
                        　　会社名　                        　　　　　   印
                        代表者                 　　　   　　　　　   印
別紙５－２
保険料納付に係る申立書
　当社は、直近２年間に支払うべき社会保険料（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会管掌のもの）、船員保険及び国民年金の保険料をいう。）及び直近２保険年度に支払うべき労働保険料（労働者災害補償保険及び雇用保険の保険料をいう。）について、一切滞納がないことを申し立てます。
　なお、この申立書に虚偽内容が認められたときは、履行途中にあるか否かを問わず当社に対する一切の契約が解除され、損害賠償金を請求され、併せて競争参加資格の停止処分を受けることに異議はありません。
　また、当該保険料の納付事実を確認するために関係書類の提示・提出を求められたときは、速やかに対応することを確約いたします。
平成　　　年　　　月　　　日　
（住　所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（名　称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（代表者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
支出負担行為担当官
鳥取労働局総務部長　　殿
別紙５－４
関係会社一覧表
 １．入札参加事業者
	フ リ ガ ナ

商号又は名称
	フ リ ガ ナ
代表者氏名
	主たる事務所の所在地

	
	
	


 ２．関係会社
	フ リ ガ ナ
商号又は名称
	フ リ ガ ナ
代表者氏名
	主たる事務所の所在地

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（記載上の注意）
　「関係会社」とは、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和３８年大蔵省令第５９号）第８条に規定する「親会社」、「子会社」、「関連会社」及び当該事業者が他の会社等の関連会社である場合における当該他の会社等をいう。
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障害者の雇入れに関する計画書

平成30年度就職支援セミナー事業に係る入札に参加するに当たり、下記の障害者の雇入れに関する計画に基づき、障害者の法定雇用率の達成に努

めることを申し出ます。

平成年月日

鳥取労働局支出負担行為担当官鳥取労働局総務部長殿

（ふりがな）

Ａ名称及び代表者の氏名記名押印又は署名主たる事務所の所在地・電話番号Ｂ計画の始期及び終期

事始

〒

業期平成年月日

主

（Tel−−）終�

期平成年月日

Ｃ計画期間における労働者の雇入れ予定数及び各年末において見込まれる雇用の状況

計画の基礎と計画１年目計画最終年

する雇用状況（始期〜年末）（〜年末）

区分計画期間における雇

調査年月日年末において見込計画終期において見込入れ予定数の合計

雇入れ予定数まれる雇用の状況雇入れ予定数まれる雇用の状況

(..)

�@常用雇用労働者の数人人人人人人

�A法定雇用障害者数算定の基礎となる労働者の数人人人

�B人人人人人人

身体障害者、知的障害者又は精神障害者である労働者の数

�C実雇用率（�B÷�A×100）％％％l

�D人人人

身体障害者、知的障害者又は精神障害者の不足数

�E身体障害者、知的障害者又は精神障害者の雇入れを予定する事業所の数所所

記載注意

１Ｂの「始期」は、当該入札の公告日の属する月の翌月の１日とすること。

２Ｃの「計画の基礎とする雇用状況」は、常用雇用労働者の数等について、当該企業に属する本社、支社、支店、営業所、工場、事務所等すべての事業所の合計数を記載すること。

なお、その調査日はできる限り計画の始期に近い時期とすること。

３Ｃの「雇入れ予定数」は、計画期間中に雇入れを予定する常用雇用労働者及び身体障害者、知的障害者又は精神障害者の数を各年別に記載すること。

４�@欄及び�A欄は、短時間労働者については、１人につき、労働者０．５人とみなして算定すること。

５�A欄は、当該事業所の主たる事業の種類が障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則別表第２の除外率設定業種に掲げる業種に該当する場合には、当該事業所の常用雇用労働者

に当該事業所の業種について定められた除外率を乗じて除外すべき常用雇用労働者を算出し（１人未満の端数は切り捨てる。）、これを合計した常用雇用労働者数を�@欄の数から控

除した数を記載すること。

６「計画の基礎とする雇用状況」の�B欄に記載する障害者の数は、重度身体障害者又は重度知的障害者（短時間労働者は除く。）については、それぞれ１人につき身体障害者又は知

的障害者である労働者２人とみなし、身体障害者、知的障害者又は精神障害者である短時間労働者については、１人につき身体障害者、知的障害者又は精神障害者である労働者

０．５人とみなして算定すること。

７�B欄及び�D欄には、小数点以下第１位まで記載すること。

８�C欄の実雇用率は、小数点以下第３位を四捨五入した数を記載すること。

９�D欄は、�A欄の数に障害者雇用率（平成２５年３月３１日以前においては１．８％、平成２５年４月１日以後においては２．０％）を乗じて得た数（１人未満の端数は切り

捨てる。）から�B欄の数を控除した数を記載すること。

10Ａの事業主氏名又は名称（法人にあっては名称及び代表者の氏名）については、記名押印又は自筆による署名のいずれかとすること。

※この障害者の雇入れに関する計画は、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）第46条に規定する身体障害者又は知的障害者の雇入れに関する計画とは異なるものであり、入札参加資格を審査するために必要と�

なるものである。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

就職支援セミナー受講者アンケート
　本日は、お疲れさまでした。
　今後のセミナー運営の参考にいたしますので、次のアンケートにご協力をお願いします。
　該当する項目の番号に○を付けてください。
１　受講された会場はどちらですか？
①　鳥取会場　　　　　②　倉吉会場　　　　　③　米子会場
　　
２　セミナーの内容についてはいかがでしたか？
　　①　大変参考になった　　  　　　　②　参考になった
　　③　あまり参考にならなかった　　　④　参考にならなかった
３　セミナーの時間はいかがでしたか？
　　①　ちょうどいい　　　②　長い　　　　　　③　短い
４　前職を離職されて、どのくらいになりますか？
　　①　１ヶ月以内　　　　②　３ヶ月以内　　　③　６か月以内　　
　　④　１年以内　　　　　⑤　１年以上
５　次に受けるとすれば、具体的にどのような内容についてのセミナーを希望しますか？
６　その他、セミナーの感想や、意見・希望等がありましたら、ご自由にご記入ください。
　　最後に、性別と年齢をご記入ください。　　　　男　　　女　　　（　　　　　）歳
ご協力どうもありがとうございました。
鳥取労働局職業安定部職業安定課
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障害者の雇入れに関する計画書

平成30年度就職支援セミナー事業に係る入札に参加するに当たり、下記の障害者の雇入れに関する計画に基づき、障害者の法定雇用率の達成に努

めることを申し出ます。

平成年月日

鳥取労働局支出負担行為担当官鳥取労働局総務部長殿

（ふりがな）

Ａ名称及び代表者の氏名記名押印又は署名主たる事務所の所在地・電話番号Ｂ計画の始期及び終期

事始

〒

業期平成年月日

主

（Tel−−）終�

期平成年月日

Ｃ計画期間における労働者の雇入れ予定数及び各年末において見込まれる雇用の状況

計画の基礎と計画１年目計画最終年

する雇用状況（始期〜年末）（〜年末）

区分計画期間における雇

調査年月日年末において見込計画終期において見込入れ予定数の合計

雇入れ予定数まれる雇用の状況雇入れ予定数まれる雇用の状況

(..)

�@常用雇用労働者の数人人人人人人

�A法定雇用障害者数算定の基礎となる労働者の数人人人

�B人人人人人人

身体障害者、知的障害者又は精神障害者である労働者の数

�C実雇用率（�B÷�A×100）％％％l

�D人人人

身体障害者、知的障害者又は精神障害者の不足数

�E身体障害者、知的障害者又は精神障害者の雇入れを予定する事業所の数所所

記載注意

１Ｂの「始期」は、当該入札の公告日の属する月の翌月の１日とすること。

２Ｃの「計画の基礎とする雇用状況」は、常用雇用労働者の数等について、当該企業に属する本社、支社、支店、営業所、工場、事務所等すべての事業所の合計数を記載すること。

なお、その調査日はできる限り計画の始期に近い時期とすること。

３Ｃの「雇入れ予定数」は、計画期間中に雇入れを予定する常用雇用労働者及び身体障害者、知的障害者又は精神障害者の数を各年別に記載すること。

４�@欄及び�A欄は、短時間労働者については、１人につき、労働者０．５人とみなして算定すること。

５�A欄は、当該事業所の主たる事業の種類が障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則別表第２の除外率設定業種に掲げる業種に該当する場合には、当該事業所の常用雇用労働者

に当該事業所の業種について定められた除外率を乗じて除外すべき常用雇用労働者を算出し（１人未満の端数は切り捨てる。）、これを合計した常用雇用労働者数を�@欄の数から控

除した数を記載すること。

６「計画の基礎とする雇用状況」の�B欄に記載する障害者の数は、重度身体障害者又は重度知的障害者（短時間労働者は除く。）については、それぞれ１人につき身体障害者又は知

的障害者である労働者２人とみなし、身体障害者、知的障害者又は精神障害者である短時間労働者については、１人につき身体障害者、知的障害者又は精神障害者である労働者

０．５人とみなして算定すること。

７�B欄及び�D欄には、小数点以下第１位まで記載すること。

８�C欄の実雇用率は、小数点以下第３位を四捨五入した数を記載すること。

９�D欄は、�A欄の数に障害者雇用率（平成２５年３月３１日以前においては１．８％、平成２５年４月１日以後においては２．０％）を乗じて得た数（１人未満の端数は切り

捨てる。）から�B欄の数を控除した数を記載すること。

10Ａの事業主氏名又は名称（法人にあっては名称及び代表者の氏名）については、記名押印又は自筆による署名のいずれかとすること。

※この障害者の雇入れに関する計画は、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）第46条に規定する身体障害者又は知的障害者の雇入れに関する計画とは異なるものであり、入札参加資格を審査するために必要と�

なるものである。
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就職支援セミナー受講証明書


平成○○年○○月○○日に開催した「就職支援セミナー」


を受講したことを証明する。


○　○　会　場


平成○○年○○月○○日


           事業者名

代表者名　　　 　　　　　　  eq \o\ac(○,印)
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